





























































































































































































































































































ユーロ 50 セントという従来から同党が主張していた額が再確認された。緑の党も SPDと同様に
時給7ユーロ50セントの「包括的な最低賃金」の導入を支持していた。左翼党も法定最低賃金の
導入を目指すとしていたが、その額は10ユーロと他の政党よりも大幅に高い額であった。  （16）































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  　しかし、他方では、2008 年 3 月にはANBZが GNBZ幹部を買収し、御用組合を作らせていたことが発覚し、




















































































































































Hauchdünne Mehrheit  für neues rot-grünes Regierungsbündnis,  in: Zeitschrift  für Parlamentsfragen, Heft 2, 
2013, S.247ff.
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